




























































































フェッショナルのための良き慣行のガイダンス」（“Best Practice Guidance 
for Doctors and other Health Professionals on the Provision of Advice and 























































































　［14］本件の争点は、本件通達が、（ 1）Fraser裁判官の 5要件、（ 2）








　［19］～［21］1989年子ども法（Children Act 1989） 1 条 1 項は、「何らか
の問題を決定する場合に、裁判所は、（a）子の養育、（b）子の財産の管理、
もしくはその財産から得られた収益の利用に関しては、その子の福祉を至上




























































































































（ 7） The General Medical Council. 同団体のHPによれば、英国（UK）において患者を
保護し、医学教育および医療慣行の改善を支援するため、医師および医学生に対する指
針を示すことを目的とする団体（http://www.gmc-uk.org/about/index.asp）。









































































































































































































































































































































































































































































































































































































　2006年 1 月23日、Silber 裁判官により、本件申立ては棄却された。
3 ．Axon判決の検討
（ 1）前提
　①　イギリスにおいては、1969年家族法改正法（Family Law Reform Act 










































（11） Hewer v Bryant［1970］ 1  QB 369.





































他の裁判が行われる（Supreme Court Act 1981, s.31
（14）
）。本裁判所（女王座


















（13） J. Wadham et al., Blackstone’s Guide to The Human Rights Act 1998 (7th ed., 
Oxford, 2015) p. 10.
（14） M. Partington, Introduction to the English Legal System－2016‒2017 (Oxford, 
2016)  pp. 160‒1.
（15） J. Herring, Family law (7th ed., Pearson, 2015) p. 480. なお、N. Lowe and G. 





























































（17） 同上、24‒ 5 頁。
（18） 同上、27頁参照。
（19） An NHS Trust v A, B, C and Local Authority［2014］EWHC 1445 (Fam) .

























権条約を国内実施する人権法（Human Rights Act 1998）を制定した
（24）
。子
（21） A. M. Capron, “The Competence of Children as Self-Deciders in Biomedical 
Investigation” in W. Gaylin et al., Who Speaks for the Child ?  (Plenum, 1982) p. 95 
ff. 家永・前掲注（ 3）69頁参照。




指摘する。ちなみに同書の当該節のサブタイトルは “the illusion of autonomy” である。
（23） A. Bainham, Children－The New Law (Family Law, 1990) p.4.






























（25） A. Bainham and S. Gilmore, Children－The Modern Law (Family Law, 2013), 
ch.2 “Fundamental Principles：The Children Act 1989 and The United Nations 
Convention on the Rights of the Child”, pp96‒7, p.97n.299. (S. Gilmore) 
（26）Re R (A Minor)  (Wardship：Medical Consent on Treatment) ［1991］4  All ER 177.































（28）J. Herring, Medical Law and Ethics (6th ed., Oxford, 2016) p. 202.
（29）Re R判決、Re W判決の詳細は、家永・前掲注（ 3）120頁以下を参照。
（30） J. Fortin,“The Gillick Case─Not Just a High-water Mark” in S. Gilmore et al 

































（31） N. Lowe and G. Douglas, op. cit., n.15, p.322 を参照。
（32） Nielsen v Denmark (1988) ECHR 23.
（33） J. Fortin, op. cit., n. 30, p. 221.































（35） J. Fortin, op. cit., n.30, p.217. を参照。ただし私見であり、Fortin氏の主張ではない。





























（37） Re Roddy (A Child) (Identification：Restriction on Publication) ［2003］
EWHC2927 (Fam).　なお、J. Fortin, op. cit., n. 30, pp. 217‒ 8 を参照。
（38） J. Herring, op. cit., n.15, p.489 ff.































（41） Abortion Act 1967,s.1は、同条の要件を満たしていることを 2名の登録医が判定し
た場合には妊娠中絶（同法の用語ではtermination）の実施を認めている。
（42） 河合隼雄『大人になることのむずかしさ－青年期の問題』（岩波書店、1983年）95
－ 6 頁は、思春期から青年期の性行為の原因は、乳幼児期の家庭内における基本的安全
感の欠如、それによる身体接触の要求の強まりにあるという。小津安二郎監督『東京暮
色』（松竹、1957年）は幼少期に母に捨てられた女子大生の妊娠、中絶を扱っており、
河合説の例証にもなっている。
212
　とまれ、本判決によって、イギリスにおいては、16 歳未満であっても
Gillick能力を獲得した未成年者は、親に連絡されたり親の同意を得ること
なく、NHSの医師から妊娠中絶の助言や処置を受ける権利が認められるこ
とになった。Axon判決の後も、必ずしもGillick判決、Axon判決の趣旨を継
承する裁判例が陸続として現われているというわけではないが、しかし宣言
的であるにせよ、本判決が、理解力および判断力の成熟した未成年者の自律
を尊重し、その反面において、性的事項にかかわる医療への親の関与（医師
から連絡を受ける権利および当該医療を受けるか否かを決定する親の権利）
を否定した意義、とくに未成年者の妊娠中絶に関して、人権条約 8条 1項を
根拠とする親の関与権を否定し、未成年の子どもに対する医師らの守秘（情
報秘匿）義務を確認した意義は大きいといえよう
（43）
。
＊　本稿は、2016年度専修大学在外研究の中間報告として2016年 9 月30日に大学に提出し
た報告書の一部である。
（43） 本稿は、第231回英米家族法判例研究会（2008年12月20日）において口頭報告した
まま筐底に放置してあった当時の草稿およびレジュメをもとに、その後の文献も参照し
て今回新たに加筆、修正して公表するものである。
